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琉球大学教育学部教育実践研究指導センター紀要第３号1995年11月

日本復帰後23年の沖縄における学校教育の展開

藤原幸男＊

(1995年８月31曰受理）

沖縄は終戦後すぐにアメリカ占領統治下に置かれ，アメリカ的な教育の側面を織り込みながら，日

本本土とは相対的に独自な歩みをしてきた。ところが1969年に日本復帰が決まり，1972年の日本復帰

によって日本本土の教育と同じ歩みが要求された。財政的援助によって学校施設・設備は全国水準に

近づいたが，他方で，これまで国費学生制度・米国留学生制度によって沖縄県内の選抜で大学進学で

きたのが，急に全国の学生と対等に競争することになった。そのため，学力の低さが自覚され，学力

向上を希求する意識が高まり，そこから学力問題が浮上してきた。また県教育庁は文部省中央の指示・

助言を受けて全国並みの教育施策の実現に力を注いだ。授業についていけない子どもは，旧来の沖縄

のテーゲー（適当・いい加減）文化に加えて，急速な観光地化にともない，金銭恐喝・集団暴行など

の問題行動に走った。その背後に教師の体罰があるとも言われ，校則・体罰・人権が大きく取り上げ

られた。以下で，第一期（1972年～1981年），第二期（1982年～1987年），第三期（1988年～現在）

に時期区分して，日本復帰後23年の沖縄における学校教育の展開を概観する。

はじめに

復帰後といっても，今年で23年を迎え，ずい

ぶん長い。復帰後沖縄の教育は，いくつかの時

期に区分して見ていくことが必要になる。

復帰後沖縄の教育を振り返ると，沖縄振興開

発計画と密接に教育整備計画が策定された。第

一期（1972年～1981年）では，復帰前の乏しい

教育費のため充分ではなかった校舎・体育館や

学校などの新増改築に力が注がれ，全体として

量的整備が進んだ。それとともに，復帰に伴っ

て他府県との学力面での遅れを意識させられ，

学習意欲と基礎学力の向上にも力点が置かれた。

しかし学力向上運動の底流に父母の進学意識・

教育意識の高揚があり，学区制の民主的改革の

実施にもかかわらず罰交選択の自由への要求には

強いものがあった。このことが次期を準備した。

第二期（1982年～1987年）は高校進学率がほ

ぼ全国水準に追いつき，それにともなって高校

中退などの問題が出始め，県教育庁は量から質

への教育政策の転換を余儀なくさせられ，学区

拡大，特色ある高校の設置に向かった。それと

ともに高校中退・問題行動などのひずみが顕在

化し，校則・体罰などの問題も論議されはじめ

た。

第三期（1988年～現在）は,文部省の個性化・

多様化政策にそって高校教育改革が積極的に推

進された。小中学校では県民運動として学力向

上と健全育成が組織的・計画的に推進され，学

校での学力向上対策が日常授業レベルにまで浸

透し，学校ぐるみで学校課題にもとづいた研修

が進んだ。また，地域・家庭・学校・警察の協

力体制づくりが進み，組織的に青少年健全育成

大会が実施されたり，地域懇談会がもたれたり

した。それとともに学校が急速に多忙化に向か

い，息苦しくなり，教師の体罰・問題行動，児

童・生徒の校内暴力といじめが多発し，父母の
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る，1976年２月開校した２校を含めて，あと８

校の高校増設が必要であると述べた｡(3)復帰前

には40校だったのが1981年までに10校新設，

1982年以降今曰までさらに11校新設された。

｢このような猪突猛進にも似た『本土水準』へ

の短期間の接近が，本県の復帰後の高校教育を

困難にした大きな要因の一つであることを見逃

すべきではないだろう」という意見もある｡(4)

高校進学率が低い原因の一つに中学浪人の問

題があった。沖縄県の中卒者の高校志願率は全

国平均より若干さがる程度で殆ど変わりないの

に，全国平均との高校進学率の差が16.8％（1975

年３月卒業者）なのは，中学浪人（志願者のう

ち不合格者の数）が18.2％（1975年３月卒業者）

と多いことにあった。中学浪人の全国平均は１６

％なので，はるかに多い状況にあった｡(5)文部

省は1977年10月に昭和52年度学校基本調査を発

表，そのなかで中学浪人の最も多い地域として

沖縄県があげられた。全国トップの1153人で，

二位の東京都655人を大きく引き離していた。

ここで中学浪人というのは，昭和52年春に全曰

制高校に入学した生徒のうち，過年度卒業者の

数字である。『沖縄年鑑」1978年版では，「受

験競争の教育体制の中で，有名校集中現象があ

らわれ，沖縄でもことに那覇・浦添およびその

関連地区では，八高校がそれぞれ格差を生じ

“－流校”から“八流校”にランクづけされる

状況になっている。このため－浪，二浪しても

“－流校”へと考え，塾ブームが生じた。」(6)

とし，「高校の絶対数の不足，偏在，学区制度

の問題，父母の学歴志向とも絡んで“中学浪人”

問題は当分残ると思われる。」(7)と述べている。

ここに，学区制をめぐる論議の底流に父母・子

どもの受験意識・進学意識の高揚がひそんでい

たことをうかがわせる。

高校通学区については，県教育庁は1974年７

月18曰に公立高等学校通学区研究委員会を発足

させ，1977年３月23曰に最終答申を受け，その

答申にもとづいて関係者らの意見を聞いて修正

し，1977年１１月14曰に通学区域に関する規則改

正案を可決した。これにしたがって，①那覇.

人権意識の高揚もみられた。以下で，復帰後２３

年間の沖縄の教育を概観する。

なお時期内の叙述としては，高校教育，小・

中学校教育（学力，問題行動・健全育成，制服

頭髪などの校則と体罰・人権），学校経営，平

和行政・教育をめぐる問題の順序ですすめてい

く。

１第一期（1972年～1981年）

1969年の沖縄返還協定により，沖縄の曰本本

土への返還が決まった。1972年５月15曰に沖縄

県は曰本復帰した。復帰直後に発足した沖縄県

教育庁は，５月23曰に教育長記者会見を行い，

｢①本土並み教育水準の達成，②学力向上，③

教育福祉，資質向上」等について発表した。学

校設備・施設については，沖縄振興開発計画に

よって特別措置が講じられ，復帰10年で全国平

均との格差対比は小学校校舎達成率96.8％，中

学校校舎達成率93.0％，高校一般校舎達成率97.

9％にまで達し，小・中学校屋内体育館も90％

以上でほぼ目標を達成した。プール設置は小学

校28.0％，中学校20.0％と低く，また過大規模

校が全国平均と比べて小・中学校ともきわめて

多く，その解消のためのプール設置と学校増設

が求められた｡｡）

1972年11月発表の学校基本調査によれば，当

時，沖縄県の高校進学率は71.1％（全国平均

872％）で，全国最下位で大きく立ち遅れてい

た。それが，1981年には91.4％（全国平均94.3

％）に上昇した。復帰４年後の1974年３月に策

定された「県立学校編成整備計画」によれば，

1981年度には進学率96％になるようにすると目

標設定し，目標達成にむけて，現在ある10余り

の過密校の解消を含めて「高等学校を７校新設

する必要がある」と述べている｡(2)1976年８月

定例県教育委員会で「県立学校編成整備計画」

の修正計画（1976年～1981年）が承認され，①

学校増設による進学率の早期引き上げと県内地

域間の収容調整，②既設校の適正規模化による

過大規模校の解消などをあげて，さしあたり

1979年までに進学率94％に達するように努力す
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浦添およびその関連地区の普通科が大学区から

中学区へ改正され，暫定的に調整区域が置かれ

ることになった。二校選択制となったが，父母

は国費学生や琉球大学への合格者の多い高校へ

の進学希望が多く，新学区は学校選択の自由を

奪うものだなどと不満の声が高かった。とくに，

「浦添・西原」「豊見城・南風原」という従来

の進学校がはいっていないブロックに入れられ

た安岡中・古蔵中・寄宮中の父母の不満は強かっ

た。県教育庁は全体的に賛成が多かったことで

1978年度実施に踏み切ったが，越境入学問題と

も合わせて今後に問題を残した｡(8)

大学進学についていえば，１９７４．５年頃より

九州を中心とした他府県私立中・高校に進学し

て，有名大学進学を有利にしようとする父母

(階層的には医師・教師・専門職・公務員のそ

れ）がかなり出現した。新崎盛暉は，1976年４

月の状況として，「全寮制で，中学・高校の一

貫した教育を行っている熊本市内の私立学校の

中等部（定員153人）に，今年だけで，沖縄か

ら75人が受験し，５０人が合格したという」と述

べている｡(9)この背景には，大学入試をめぐる

状況の大きな変化があった。復帰後，沖縄県内

で選抜し割り当てられる国費学生の試験成績が

急落傾向にあることが示され(１０)，国立琉球大学

は他府県の受験生にも門戸が開放され，県内学

生は県外学生と対等に勝負しなければならなく

なった。琉球大学合格者のうち1974年度県外受

験者の合格率65％（1975年度59％）に対し県内

受験者の合格率23％（1975年度19％）とずいぶ

ん格差があった｡('1）この結果，沖縄県内の子ど

もの学力の低さが目につくようになった。こう

して学力問題が浮上してきた。

論議を呼んだのは，1977年10月31曰の県議会

における大浜方栄県教育委員長の「沖縄の児童・

生徒の学力低下の責任は現場教師にある」とい

う発言である。中学浪人全国一という文部省発

表，琉球大学への県外合格率の低さなどが新聞

報道され，県民の関心が学力問題に集中してい

るなかでの発言であり，注目を集めた。この発

言は，県教育委員長の立場にある者が発言した

ことで話題を集め，教育行政の責任を抜きにし

て発言するのは問題だとして，沖教組，高教組

は猛烈に批判した。この発言を新聞・放送各社

が取り上げ，この発言をめぐって賛否両論が新

聞紙上で激しく交わされた。

その後教育を回顧するときに大浜発言ばかり

が話題にのぼるが，実は，沖縄県教育庁はそれ

以前に学力問題への対策をすでに開始していた。

大浜発言以前に，県教育庁は世論に押されて学

力問題を1975年度の主要施策とすると表明し，

1975年６月25日に学習対策研究委員会を設置し

た。学校教育の充実強化，基礎学力の実態調査

とその分析研究，児童・生徒の健全育成，教育

関係諸機関並びに諸団体との連携を検討視点と

し，なかでも基礎学力に焦点を当てて研究を進

めていった。1976年10月９日には，沖教組は教

研式全国標準学力調査の実施を提案するなら委

員を引き上げるという方針を明らかにした｡(１２）

結局，1977年４月21曰に，第二専門部会（基礎

学力の実態調査とその分析研究について）は基

礎学力調査に使用する測定用具について報告し，

教研式全国標準学力検査用紙は使用せず本県独

自の問題を作り実施することになり，小学校５

年生・中学校２年生を対象に「読み・書き」

｢計算」について1977年11月４曰に予備調査を

行い，第一回基礎学力調査を1978年２月15曰に

実施した。その結果を報告書にまとめ，関係機

関に送付した。基礎学力調査は1979年２月27曰

にも実施され，同様な処理がなされた。その結

果を受けて，「学習指導の手引」が刊行され，

学校現場に配付された。このとき，地区（教育

事務所）学習対策推進委員会が設置され，研究

協議，懇談会，研究発表大会も実施された｡０３）

学校経営については，1976年１月13曰に文部

省は主任制について各都道府県教育委員会に指

導通達をだしたが，この通達について２月，中

部小中学校校長会をはじめとする小中学校校長

会は，民主教育の荒廃を招くとして主任制反対

を決め，豊見城村などの市町村教育委員会は，

県教育長に「主任制反対」の決議文を手渡し，

沖教組・高教組も県教育庁に主任制返上をせまつ
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になっているという批判が強まり，展示委員会

を設置して検討し，1978年10月に住民の視点か

ら展示替えをした｡(!`）

た。これを受けて県教育庁は1976年２月23日に，

主任制の実施について，「学校現場及び教育関

係諸機関との合意なしに一方的には実施しない」

との態度を表明した。主任制は同年３月１曰に

省令施行され，全国で14県が実施したが，沖縄

県は沖教組・高教組との協定によって実施され

ずにいた。ところが県教育長は1978年９月28日

に「主任制についての話し合い」を沖教組・高

教組に申し入れたが，拒否され，1979年になっ

て，年初めに県教育長は「主任制は実施したい」

と表明，沖教組などは反対を表明，９月20曰に

は「主任制度化粉砕・手当支給阻止」総決起大

会を開催した。教育庁との話し合いの結果，１１

月29曰に話し合いを再開，その後何度か話し合

いをもち，沖教組との間で激しいやりとりがあっ

たが，1980年８月に県教育委員会は臨時教育委

員会を開催して可決，これを受けて県内17市町

村教育委員会は市町村立学校管理規則を改定し

て，主任制を制定した。その後，県教育長は組

合側との話し合いののち1980年９月28曰に「８０

年10月１曰実施を当分の間凍結する」としたが，

翌1981年３月31曰に凍結解除を発表し，４月１

曰付で主任制を実施し（全国で最後），県立学

校長に主任等の氏名報告を指示，その指示に従わ

ないものは処分した｡('4）

教員研修については，1975年４月１６曰に，

「新規採用教員研修会」の実施を保留，研修の

あり方については早い時期に話し合うとし，同

年９月７曰に，県教育庁主催の研修会について

「自主・民主・公開」の原則，企画・内容・運

営について組合と協議，指名研修は廃止，とく

に主任を指名しての研修会は廃止する，などの

「確認書」を県教育長・沖教組委員長・高教組

委員長の間で交わし，県教育委員会主催による

「新教育課程研修会」についても，1977年９月

２５曰に，「確認書」を交わした｡('5）この「確認

害」にそって県教育庁主催の研修会は実施され

た。

県独自の平和行政については，1974年10月に

「慰霊の曰」が制定され，1975年６月１０曰には

県立平和祈念資料館が開館，軍国主義的な展示

２第二期（1982年～1987年）

1982年には沖縄県の高校進学率が91.8％に達

した。全国的には1979年より94％台（全国平均）

で停滞し，1983年には曰教組教育研究集会で高

校中退が普通科でも増大しているとの報告がな

された。量より質への転換が迫られていた。沖

縄県でも1983年４月に沖尚高校が発足，有名大

学進学に対応した指導を始めた。この動きの中

で，1985年４月に，全県一区の通学区の「特色

ある高校」，那覇Ｈ高校（のちに開邦高校）の

開校について事情聴取がなされ，同年８月には

設置決定され，翌1986年４月に開校した｡('7）同

月に沖尚高校付属中学校，昭和薬科大学付属中

学校が開校し，県内に中高一貫教育の私立学校

が発足した。こうして，高校受験生の県外私学

への流出を県内私学と開邦高校が吸収しはじめ

た。

このような動きのなかで，小学区を中心とし

た現行学区制では，学校選択の幅が狭くて希望

学校に進学できない，そのため父母の経済的負

担の大きい私学に行く生徒が増えたりした，学

校間格差は少なくなったが，逆に学校内個人差

は大きくなり，学習指導の困難度が高まったな

どの問題が生じ，県教育委員会は1985年７月１８

曰に県立高等学校入学者選抜方法等検討委員会

を発足させ，通学区の変更を論議した。1986年

10月７曰には同委員会より答申があり，那覇地

区を中心に学区拡大が決定された。那覇市の学

区は東ブロック「首里・首里東・真和志・南風

原｣，西ブロック「豊見城・小禄・那覇西・那

覇」に大きく分けられ，害宮中・仲井真中のみ

は「真和志・南風原・ガ鴎・豊見城」の南ブロッ

クとした｡(１８)高教組によれば，学区拡大によっ

て高校間の序列化が進み，高校中退などの問題

を引き起こしたとされる。なお，1985年度より

職業科の入試に推薦制が導入された。

小・中学校における学力問題に目を向けると，
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1982年２６～７月にかけて，沖教組の反対を押

し切って，これまで使わないとされてきた教研

式全国標準学力検査が実施された。検査は，教

研式全国標準学力検査（国語，算数），知能検

査，クレペリン検査であった。過去,0年間の取

り組みにもかかわらず，沖縄県児童・生徒の学

力は依然として全国標準を下回っているとして，

全県的な取り組みの必要性が指摘され，1986年

７月２曰に沖縄県学力向上対策委員会が設置さ

れ，1987年６月18曰に同委員会の第一次答申が

出された。同答申では，沖縄県の児童．生徒の

知能は全国標準並みだが，学力は低く，学年進

行につれ格差が拡大していると指摘し，学力向

上対策の強化を訴えた。なお第一期の学習対策

研究委員会が基礎学力（読み．書き．計算）を

問題にしたのに対し，第二期の学力向上対策委

員会では全国標準学力検査で計測される学力を

問題とし，学力の焦点が変更されている。学力

向上の重要課題は教育課程の完全実施だとされ，

学校行事の精選，標準授業時数の確保，年間指

導計画にもとづく計画的．系統的指導が強調さ

れた。学力向上にかかわって児童．生徒の健全

育成が問題にされ，基本的生活習慣の形成など

が県民ぐるみの運動として展開されることになっ

た｡('9）

1982年には，校内暴力（教師への暴力や生徒

同士の暴力）を起こし補導された生徒が多数出

た。県警によれば，1982年の校内暴力は総検挙

数は24件と前年を１件うわまわるだけだが，補

導件数は151人と前年を30人上回り，そのうち

９９％は中学生だという。全国的に1984～1985年

にいじめが相次ぎ，大きな問題となったが，沖

縄でも校内暴力．いじめ．登校拒否などの問題

が起こり，深刻化した。1985年12月には，那覇

市内で上級生に金銭恐喝された下級生６人が誰

にも相談できず次々と家出したとの報道がされ，

教育関係者に大きな衝撃を与えた。1986年９月

３曰に，県教育庁はいじめ等問題行動対策協議

会を発足させ，1987年11月14曰に，いじめ等問

題行動対策協議会主催のシンポジウムを開催し

た。1987年１月17曰の県ｐＴＡ研究大会で石嶺

小学校の’教諭は，那覇市内のある学校の調査

として,小学校４年生（150人），６年生（206

人）の半数がいじめられた経験をもち，「死に

たいと思った」が両学年を合わせて'4人，「学

校へ行くのが怖い」２３人，「いつか仕返しした

い」４０人もおり，「いじめ」が子どもたちの心

を深く傷つけていることがわかった｡(2｡）

子どもの人権に関わって，沖縄人権協会は

1982年６月７曰の定期総会でシンポジウム「子

どもの人権一学校での生活指導を中心に＿」

を開催した。学校教師・沖教組関係者．教育庁

関係者･父母･弁護士・法律関係者．教育学者

が出席して，制服・頭髪についての校則と体罰

について議論し，今までの教育論は人権論不在

だったという指摘もされ，「学校に人権を」の

声も高まった。沖縄人権協会は座談会の記録と

資料を添えてパンフレット『学校内における子

どもの人権』を刊行．販売したが，学校関係者

の反応は冷たかったという。その後沖縄人権協

会は中学校における丸刈り頭髪強制を取り上げウ

1986年３月に，中学生などに対する「丸刈り強

制の廃止を求めるアピール」を発表した。浸透

しなかったが，その後いくつかの中学校で頭髪

自由が認められつつあり，沖縄県の中体連は

1990年７月に出場選手の頭髪自由を認めるよう

になった｡(21）

学校経営に関しては，1982年２月，県教育長

が定例県教育委員会で「主任研修をしたいので，

研修に関する確認書を全面的に見直したい」と

表明，１２月県議会でも同趣旨の答弁をし，翌

1983年２月４曰に「研修及び教育課程に関する

確認書並びに覚え書き等の破棄について(通知)」

という文書を沖教組･高教組に通告してきた。

破棄にもとづいて，同年５月には，教務主任研

修会を県教育庁主催で実施し，これ以後この種

の研修が継続的にもたれた。1983年11月３曰に，

県教育庁は公立学校校長・教頭の管理職選考試

験の実施を明らかにした｡試験実施要綱に，合

否判定への特別な配慮として，１年以上の主任

経験があげられており，このことを契機として

北中城村教育委員会は全国で最後に主任制導入
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本軍による住民虐殺の記述削除をめぐって集中

審議，県教育長が記述復活申し入れを表明した。

９月県議会で，同記述の復活を求める意見書を

採択，９月８日に，県議会要請団が上京，文部

省に意見書を手渡した。1983年９月に沖縄戦記

録フィルム１フィート運動の会が発足，1986年

５月には記録映画「沖縄戦。未来への証言」を

公開・試写会を開催，大きな話題を呼んだ｡(麹）

沖縄県教育文化資料センターは1983年８月に平

和学習スライド「平和の島・沖縄一沖縄戦は

語る」を製作，全国販売した。さらに1985年度

に平和教育連続講座（沖縄戦をテーマに６回，

軍事基地・核をテーマに３回）実施した｡(潔）

を決意し，1984年３月26曰に制度化を決定した。

公立学校校長・教頭の管理職選考試験は1984年

１１月24曰に沖教組・高教組の反対を押し切って

実施された。1987年４月より初任者研修（試行）

が実施され，４月30曰には県教育庁主催の初任

者研修会が実施された。

1987年の海邦国体を前にして，1985～1986年

度にかけて各市町村議会は「国旗掲揚及び掲示

に関する決議」をし，「曰の丸」掲揚・「君が

代」斉唱を促進した。1985年９月定例県議会で，

県教育長は「『日の丸・君が代」は国民的合意

が得られているものと考えるし，教育行政の一

環として徹底を図っていく」と述べた。この線

にそって県教育長は，同年11月に各市町村教育

委員会委員長，県立学校長に対し「学校行事に

おける国旗及び国歌の取扱について（通知）」

文書を送付し，翌1986年１月20曰には教育庁学

校指導課長が同文書（通知）を送付して，「実

施の徹底」「指示徹底」を求めた。同年３月１

曰の県立学校卒業式は，「曰の丸・君が代」を

めぐって混乱と緊張が続くなかで一斉に行われ，

実施報告が求められた。実施率は「日の丸」掲

揚前年０％だったのが一挙に80％，「君が代」

斉唱６％であった。３月17日に，県教育長は，

「曰の丸」「君が代」の取扱は職員会議の判断

に任せるとした－部教育委員会の指導は不適切

との県教育長所見を発表し，圧力をかけた。同

年３月31曰付で県教育委員会は違反した校長・

教職員を処分した。４月７曰の県立高校入学式

には，「日の丸」掲揚は94.5％に上昇した，と

県教育庁は発表した。阻止行動をした教職員は

同月に服務規程違反で処分された。卒業式・入

学式での「曰の丸・君が代」をめぐるやりとり

はその後続き，1988年３月卒業式には「日の丸」

掲揚は99.8％に達した｡(麺）

平和教育に関連して，1982年７～９月にかけ

て，高校日本史教科書における沖縄戦での曰本

軍住民虐殺記述削除が全県的に問題となった。

８月16日に沖教組委員長は県庁に知事公室長を

訪ね，史実の正しい記述を要請した。８月20曰，

県議会は文教厚生委員会を開き，沖縄戦での曰

３第三期（1988年～現在）

高校教育改革については，特色ある高校とし

て，1989年４月に球陽高校，９４年４月に向陽高

校が開校し，1990年に宮古高校に理数科，１９９２

年に北山高校に理数科を設置した。また定時制

高校の単位制高校への転換，学科改編が進み，

沖縄水産高校・陽明高校（旧大平高校）での

総合学科設置，コース制の導入など，生徒の個

性・特色に合わせた高校教育が模索されている。

こうした動きとともに，高校中退が大きな問題

となり，1987年７月４曰に県立高等学校中途退

学者対策協議会の初会合が開かれ，1987年年６

月２日に県立高等学校中途退学対策委員会が設

置され，1988年３月25曰に教育長に対して答申

を出した。1990年代，とりわけ1994～95年にお

いて，答申にそって各学校で原級留置に関わる

学校内規の見直し，卒業修得単位数の弾力化，

転編入学規程の見直しが進み，それとともに補

習授業や，単位保留懸念科目での再考査実施な

どの試みがなされ，高校中退者は減少しつつあ

る。上記措置によって高校中退率は以前より低

くなりつつあり，また休学者が増加してきたが，

依然として本質的問題は解消されていないとす

る見方もある。

高校入試制度については，1994年３月に県の

高校入試制度検討委員会より最終答申で普通科

での推薦入試実施・二次募集が答申された。普
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通科での推薦入試については1994年より実施さ

れているが，推薦基準をめぐって，高校では全

体として学力重視で，中学校では学力以外の重

視を望んでおり，高校と中学校の間で認識にず

れがある。まだ解決すべき問題が残っている。

二次募集についてはさまざまな検討課題が残さ

れており，まだ実現されていない。

生徒指導面では，バイクなどの交通事故が後

を絶たず，居酒屋などでのいさかいによる殺傷

事件が新聞沙汰となり，高校生の夜間アルバイ

ト，深夜俳個が社会問題化している。こうした

状況に対し，県教育庁は生徒指導研究推進校を

指定し，継続的にその対策に取り組んでいる。

また高教組は1987年１月に「教育困難・指導困

難」等対策委員会を設置し，父母・教職員・生

徒を対象にして「教育実態調査」を実施し，そ

れをもとにして対策を検討している。高教組で

は，高校生交流集会を継続的に実施し，高校生

自らによる自主的な学校行事による学校創造に

取り組み，各学校での取り組みを紹介・交流し，

一つの方向を指し示している。

小・中学校の学力問題については，1988年度

に９年間の学力向上長期計画が策定され，第一

次学力向上対策（1988～90年）では標準学力テ

ストの平均点を全国水準（50点）までに引き上

げ，第二次学力向上対策（1991～93年）では全

国水準以上（55点）をめざし，第三次学力向上

対策（1994～96年）では知・徳・体の調和の取

れた人間育成をめざすとしている。この長期計

画にそって，学校レベルで進級テストの実施，

市町村および県レベルで達成度テスト・全国標

準学力検査が実施され，各学校で採点され，新

聞などをとおして各教育事務所ごとに公表され，

また各教育事務所をとおして管内での各学校の

成績'１頂位も校長に示され，学校間競争が激化し

ている。さらに，県民総ぐるみ運動にふさわし

く，学力向上地域懇談会の開催，基礎学力向上

推進地域の指定，地区・地域学力向上委員会の

設置，沖縄県学力向上対策推進大会の開催，指

導主事の学対訪問などが策定され，組織的・計

画的に実施された。また，学力向上は基本的生

活習慣の未形成，夜間俳個などに原因があると

して，青少年の健全育成運動が組織的になされ，

近年では学校・地域・警察の密接な連携の下で，

夏休み前に一斉に市民総決起大会が各市町村単

位で実施され，気運をもりあげている。夜間パ

トロールも盛んにおこなわれている。県教育庁

は，標準学力テストの点数は徐々に向上してき

た，学力向上対策の成果は着実に上がってきて

いるとしている。学力向上対策について広く県

民の理解と協力を得ており，学力向上推進の気

運は高まっているとしている｡(窟）しかし，学力

向上対策の割には，数字に現れた平均点はあま

り上昇していない。学校現場は息ぐるしい状況

で，学力向上対策が子ども・教師を追い詰めて

いるという声も強い(灘)。両者を突き合わせて，

学力向上対策を見直すことも必要だろう。

学力向上対策の強力な推進の反面，この時期

に非行・問題行動が頻発した。とりわけ復帰時

の1972年には40万人だった観光客が1988年には

240万人に達し，1991年には300万人を突破，

その多くが八重山にでかけ，とくに石垣市は観

光地化して教育上の困難さを生んだ。1991年度

には石垣市で金銭巻き上げが多発し，小学生４

人に１人，中学生３人に１人の割で被害に遭っ

ている。こうした状況のなかで，1992年２月に

は石垣中学校で男子生徒の集団暴行致死事件が

起こり，1993年６月には，同じように，浦添市

内で中学生の集団暴行致死事件が起こり，県民

に大きな衝撃を与えた(画)。

また，1994年６月には，中学生の組織的金銭

せびりが新聞で大きく取り上げられ，読谷村内

中学校での金銭せびり指導における集団指導場

面での体罰が問題となり，新聞で２週間にわたっ

て激論が交わされた。南部地区中学校，宮古平

良市内中学校での金銭せびり（金銭恐喝）も報

道された。金銭せびり（恐喝）にかかわって，

同年７月に緊急県民フォーラム（沖民研など主

催）が開催され，多くの教師・父母が参集して

真剣に討議がなされた。また，中学生自身によ

る討論として，中学生フォーラムが各教育事務

所単位で実施され，金銭せびり．いじめ問題も
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な言葉」を発したことに教師が怒り，平手で４

～５回顔を殴りつけたという。教師の資質低下

の問題と同時に，教師の多忙化状況からくるス

トレスについても考えてみる必要があるだろう。

全国レベルでは，1994年にいじめによる自殺

が大きな問題となり，愛知での中学生自殺事件

の後いじめ自殺が多発し，大きな衝撃を国民に

与えている。県内でも1991年10月那覇市内で女

子中学生の自殺があり，いじめの疑いで調査が

市教育委員会に要望された。1994年６月に具志

川市内の中学校で中学１年男子生徒が首つり自

殺し，このことに関わって学校側が全校生徒を

対象にいじめでアンケートしたと新聞報道され

ている。

子どもの人権に関わって，中学生の丸刈り頭

髪は人権問題だとして，1991年４月には「子ど

もの人権を考える会」が発足，同月に文部省も

校則の積極的見直し通知を各都道府県教育委員

会に出したこともあって，沖縄県でも1992年よ

り学校内で校則検討委員会を設置して検討する

中学校が増え，1993年３月には，中南部の中学

校で丸刈りから自由頭髪へと校則を見直す動き

が目立ちはじめた。那覇市では，公立中学校の

76％が長髪を認め，中部でも過半数の学校が認

めた。1994年２月には頑なに認めなかった那覇

市内のＮ中学校も長髪解禁し，市内全中学校で

頭髪の形は自由となった。

また情報公開条例にもとづいて指導要録の公

開が請求され，1994年11月２曰に那覇市は中学

校指導要録の全面開示を決定した。ただし義務

教育終了者に限定し，在校生は部分開示とした。

1995年４月24曰，県は高校指導要録の開示請求

に対して，部分開示を認め，その旨請求本人に

通知した。学校経営については，1992年10月よ

り学校週５曰制が月一回導入され，1995年４月

より月二回に拡大され，学校週５曰制が本格化

した。学校週５曰制の下での学校経営が課題と

なってきている。さらに，1988年より「昼休み

後の休憩時間」が導入され，その時間中に子ど

もの集団暴行。いじめ・喫煙などの問題行動が

多発していることが学校現場より指摘されてい

真剣に討論された。

しかし，新聞報道によれば，半年後の同年１２

月23曰に同じ南部地区中学校で金銭恐喝が判明

した。中学３年生３人が２年生４人に毎月現金

を要求，同級生２人から現金を要求された２年

生が，地域で金銭恐喝に取り組んでいた父母に

訴えて判明したという。再び金銭恐喝が発覚し

た南部中学校では，1994年12月28曰に臨時ＰＴ

Ａ総会を開いた。金銭恐喝の実態を知る父母は，

「期限内に集めきれないと学校を休みがちにな

る。すると，家に「お前〆学校を休んだら殺し

てやる』などと，脅迫の電話が入る。被害は学

校が考えているよりもはるかに深刻だ。」と報

告した。

子どもの集団暴行の背後に，学力の問題とと

もに，教師のひどい体罰と侮蔑・暴言があった

ことが浮き彫りになっている。1993年１月には，

那覇市内中学校で“愛情棒，'で体罰を加えてい

た教諭が新聞で問題となり，同月には，那覇市

内中学校で服装の乱れを注意され平手打ちされ

た男子生徒が教師に殴り返すという事件が起き

ている。このような体罰をめぐる事件は他の中

学校でも起き，体罰による取締りは生徒の反発

を生み，教室の窓ガラスを割られるという事態

となって現れてきている。1995年３月には，教

師の暴行・暴言に抗議してか，沖縄市内中学校

で，男子生徒が千枚通しで教師を刺す事件が起

きた。

近年問題になっているのは，生徒が教師の感

情を害する言葉を発したとして教師が突然怒り，

体罰を振るい，大怪我をさせるという事件がい

くつか起きていることである。1994年12月13曰

には，沖縄市内の中学校で，清掃時，タバコを

吸っていた学年主任の教師に対して１年女子生

徒が「きたない」と言ったことに腹を立てて激

しく殴打し，－週間のけがを負わせたという事

件が起きている。両親は「二度と起きてはなら

ないことだ。教師の人間性の問題だ。こういう

教師は辞めてほしい」と語ったという。同じよ

うな事件は，1995年３月17日にも石垣市内で起

こった。中２生徒が「教師の感情を害するよう
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る。沖教組より，県教育庁に対して「昼休み後

の休憩時間」廃止の要請が出されている。

また，学力向上対策の組織的実施にともなっ

て，文部省だけでなく，県，市町村による研究

指定校が増えている。たとえば，県教育庁は個

別指導など指導方法・形態の研究実践を促進す

るために1988年度新たに24校を指定した。那覇

市教育委員会は1992年２月に，これまで研究指

定校は小中学校合わせて８校だったのが，校内

研修活性化のねらいで研究指定校を一挙に13校

増やし，２１校とした。研究指定を受けた各学校

は研究紀要の刊行，研究発表会の準備に追われ

ているという声も聞く。教職員の合意のもとで

校内研修をいかに実りのあるものにしていくか

が課題であろう。沖縄県は1988年５月に教育公

務員特例法の一部を改正して初任者研修を制度

化し，学校では指導教諭のもとで研修しながら

教育指導をしていく体制が定着してきた。この

なかで，初任者研修と校内研修の関連づけが課

題となり，またティーム・ティーチングも導入

されつつあり，これを学校経営のなかに位置づ

け，学校教育を充実させることが課題となろう。

平和行政・教育に関わっては，各市町村で非

核平和自治体宣言がなされ，大田知事のもとで

県庁に平和推進課が設置され，さまざまな平和

祭が企画され，1995年６月23日の「慰霊の曰」

には「平和の礎」が開幕した。沖縄戦の全戦没

者23万人４千余人の氏名を記名したものであ

る｡(麺）近年，各市町村で平和月間が設けられ，

多彩な催しがなされている。1988年２月９～１０

曰に，第三次家永教科書訴訟の沖縄出張法廷が

開かれ，県内の４証人が集団自決，曰本軍によ

る住民虐殺など沖縄戦の実相を証言した。１９８９

年６月23曰にひめゆり平和祈念資料館が開館，

同年11月３曰に南風原文化センター力潤館した。

同センターは開館以来さまざまな展示を積極的

におこない，平和教育の推進に大きく貢献して

きている。同年３月７曰には，県議会で総務部

長が土曜閉庁に伴う地方自治法一部改正で「慰

霊の曰」休曰廃止を検討していることを言明し，

６月県議会で県職員の「慰霊の曰」休曰廃止条

例が提案され，１フィート運動の会をはじめと

して諸団体が反対運動を展開し，さまざまな論

議を呼んだが，1991年３月12日に，衆議院地方

行政委員会は，「慰霊の曰」を県職員の休曰と

する地方自治法の一部改正案を可決，「慰霊の曰」

休曰存続が確定した｡(四）

1994年には社会党が与党となり，社会党より

首相を出したこともあって，同年には曰教組は

自衛隊容認の姿勢を示し，翌1995年には文部省

と曰教組が和解し，あれほど熾烈な闘争をして

きた主任制，教育委員会による研修を認め，

｢曰の丸」「君が代」闘争から撤退を表明した。

今や，新しい段階に突入しようとしているとい

える。

注

（１）「青少年問題・教育・非行」，『法律時

報増刊，復帰10年の沖縄白書』曰本評論社，

1982年，162～163頁。

（２）「沖縄年鑑』1975年版，沖縄タイムス社，

321頁。

（３）『沖縄年鑑」1977年版，沖縄タイムス社

495～501頁。

（４）芳澤毅「沖縄の教育問題」，『琉球大学

公開講座，復帰20年，沖縄はどう変わって

きたか』，1993年，185頁。

（５）『沖縄年鑑』1977年版，沖縄タイムス社

496頁。

（６）『沖縄年鑑」1978年版，沖縄タイムス社，

303,313頁。

（７）同上，313頁。

（８）同上，300～301頁。

（９）新崎盛暉『世替わりの渦のなかで』凱風

社，1992年，９７頁。

(10）『沖縄年鑑』1976年版，沖縄タイムス社，

350頁。全受験生の平均点（900点満点）が

1972年度428点，1973年度398点,1974年度

360点と急落傾向にあり，県育英会は「受

験人数も大幅な変動がなく，また試験問題

の難易も毎年同じ程度で，各年度の比較資

料は客観性がある」と説明した。

－６７－



(25）「教育行政のあゆみ－復帰後二十年一』

沖縄県教育委員会，1993年，276～298頁。

(26）富田哲「島ぐるみの『学力向上対策』－

沖縄からの報告」『教育」1993年１月号，

および富田哲「戦後50年・沖縄教育一沖

縄戦･異民族支配･曰本文教政策の下で－｣，

『沖民研所報，おきなわの子どもと教育』

第25号，1995年６月を参照。

(27）「特集・緊急公開シンポジウム『ゆれる

子どもたち－中学生傷害致死事件が問い

かけるもの－」『沖民研所報，おきなわ

の子どもと教育』第11号，1992年。および，

「座談会，中学生集団暴行致死事件と沖縄

の教育」『民主的な子を育てるために」第

１３号，沖縄生活指導研究会，1994年，「座

談会，いじめの裏側と子どもの現実・学校

秩序」『民主的な子を育てるために』第１４

号，沖縄生活指導研究会，1995年。

(28）「平和の礎」には，「刻銘対象者が，沖

縄出身者にかぎって，いつの間にか，十五

年戦争に拡大されてしまった」こと，圧倒

的多数の朝鮮人犠牲者は刻銘されていない

ことなど，問題点も指摘されている（新崎

盛暉「『平和の礎』問題を考える」『け-

し風」第６号，1995年３月，４６～47頁。

(29）中村文子「『慰霊の曰』の休曰存続運

動」，『一フィート運動十周年記念誌」，

1993年。

(11）『沖縄年鑑』1975年版，沖縄タイムス社，

343頁。『沖縄年鑑」1976年版，332頁。

(12）『沖縄年鑑』1977年版，539頁。

(13）『教育行政のあゆみ－復帰後十年一』

沖縄県教育委員会，1984年，217～241頁。

(14）『沖教組十年史」沖縄県教職員組合，

1985年，513～598頁。

(15）同上，４５４～457頁。

(16）住民の視点からの展示については，中山

良彦「“沖縄戦”をどう展示するか－

平和祈念資料館改善をめぐって－」，

『青い海』1977年５月号を参照。

(17）『沖縄年鑑』1986年版，169頁では，

「県立Ｈ高校の背景には，通学区の改編に

より，成績上位の生徒を中心に，進学コー

スを特設した私立高校へ進学したり，本土

の私立高校へ進学するなど，県立離れがこ

こ１～２年表面化したことがあげられる」

と指摘している。「那覇Ｈ高校問題につい

て」那覇Ｈ高校問題等研究委員会，沖縄県

教職員組合，1985年も参照。

(18）『教育行政のあゆみ－復帰後三十年一』

沖縄県教育委員会，1993年，390～391頁。

『沖縄年鑑』1988年版，173頁。および『現

行学区制の諸問題と改善について』沖縄県

高教組学区制特別対策委員会，1986年を参

照。

(19）『教育行政のあゆみ－復帰後十年一』

沖縄県教育委員会，1984年，２４２頁。『教

育行政のあゆみ－復帰後二十年一』沖縄

県教育委員会，1993年，255～313頁。

(20）『沖縄年鑑』1988年版，沖縄タイムス社，

177頁。

(21）沖縄人権協会編「検証・沖縄の人権２０

年』ひるぎ社，1991年。

(22）『沖縄一曰の丸・君が代(新沖縄文学・

臨時増刊号）』沖縄タイムス社，1986年。

（23）『－フィート運動十周年記念誌』，１９９３

年。

（24）『10周年記念小史（1978年～1988年）』

沖縄県教育文化資料センター，1989年。

参考文献

①阿波根直誠「教育一軒余曲折の歴史一」，

『現代沖縄事典一復帰後全記録一』琉球新

報社，1992年。

②阿波根直誠「戦後沖縄教育の流れ」，『琉

球大学公開講座，沖縄の戦後史』琉球大学公

開講座委員会，1987年。

③芳澤毅「沖縄の教育問題」，『琉球大学公

開講座，復帰20年，沖縄はどう変わってきた

か」琉球大学公開講座委員会，1993年。

④福地肱昭『教育戦後史開封一沖縄の教育

運動を徹底検証する－』閣文社，1995年。

－６８－



⑤『教育行政のあゆみ－復帰後十年一」沖

縄県教育委員会，1984年。

⑥『教育行政のあゆみ－復帰後二十年一」

沖縄県教育委員会，1993年。

⑦『復帰二十年のあゆみ-21世紀への道

標一」沖縄県，1992年。

③沖教組十年史編集委員会『沖教組十年史」

沖縄県教職員組合，1985年。

⑨『沖縄県高教組のあゆみ」沖縄県高等学校

教職員組合，1988年。

⑩『10周年記念小史（1978年～1988年）』沖

縄県教育文化資料センター，1989年。

⑪『沖縄一曰の丸・君が代（新沖縄文学・

臨時増刊号）』沖縄タイムス社，1986年。

⑫「１フィート運動十周年記念誌』子どもた

ちにフィルムをとおして沖縄戦を伝える会，

1993年。

⑬『やまと世20年検証・沖縄の人権」沖縄人

権協会，1991年。

⑭『沖民研所報，おきなわの子どもと教育』

第１号～25号，沖縄県民間教育研究所，１９９０

年～1995年６

⑮『沖縄タイムスが生きた沖縄戦後史一新

聞二十年』沖縄タイムス社，1979年。

⑯『写真記録・沖縄戦後史』沖縄タイムス社，

1987年。

⑰「沖縄年鑑』１９７３．７４年版，1975年版，

1976年版，1977年版，1978年版，1979年版，

1980年版，1981年版，1982年版，1985年版，

1986年版，1987年版，1988年版，1989年版，

沖縄タイムス社（1983.1984年版は刊行され

ず）。

⑬『沖縄タイムス・縮刷版」1992年１月～1９

９５年７月。

⑲『那覇市勢要覧’９４，戦後50年特集』那覇

市，1995年。

⑳中谷彪『教育史年表・歴史に見る教育」あ

ゆみ出版，1993年。

⑪伊ケ崎暁生・松島栄一編『曰本教育史年表』

三省堂，1990年。

－６９－


